
第 465回 群馬地方最低賃金審議会 会議次第 

 

令和７年８月４日 

前橋地方合同庁舎 

１階 共用会議室 

 

１ 開  会 

２ 意見陳述 

３ 議  題 

（１）群馬県最低賃金専門部会の審議状況（中間報告）について 

 （２）中央最低賃金審議会の目安答申の伝達について 

（３）特定最低賃金改正決定の必要性の有無について（諮問） 

（４）その他 

４ 閉  会 



第 465回 群馬地方最低賃金審議会 

資 料 目 次 

 

１ 群馬地方最低賃金審議会群馬県最低賃金専門部会委員名簿 

２ 令和７年度地域別最低賃金額改定の目安について（答申）※答申行われず未添付 

３ 意見書（群馬県最低賃金の改正決定に係る意見聴取） 

（１）「群馬地方最低賃金審議会に対する意見書」  【Ｐ１】 

全労連・全国一般群馬労働組合 

（２）「2025年度の群馬地方最低賃金額の審議にむけた意見書」   【Ｐ３】 

生協労連 コープネットグループ労働組合 

（３）「最低賃金額の大幅引き上げを求める意見書」   【Ｐ５】 

群馬県医療労働組合連合会 

（４）「群馬地方最低賃金審議会への意見書」  【Ｐ９】 

群馬県自治体一般労働組合 

（５）「最低賃金の抜本的な引き上げ、改善を求める意見書」  【Ｐ１１】 

群馬県労働組合会議 

４ 最低賃金全国一律制度の法改正と、群馬県の最低賃金を 1,500円以上に引き上げ

るとともに、実効ある中小企業支援策を求める要請書 

  1,925筆 

群馬県労働組合会議 

５ 地域別最低賃金額改定の金額審議について（要望） 

一般社団法人群馬県タクシー協会 

６ 労働市場速報（令和７年６月分） 

群馬労働局職業安定部職業安定課 

７ 最近の県内経済情勢（令和７年７月 29日） 

財務省関東財務局前橋財務事務所 

８ 群馬県における生活保護と最低賃金の比較 

９ 申出書（特定最低賃金関係） 

  「群馬県製鋼・製鋼圧延業、鉄素形材製造業」ほか３件 



別紙 

 

群 馬 地 方 最 低 賃 金 審 議 会 
群馬県最低賃金専門部会委員名簿 

 

（令和７年７月 29日任命） 

 

 （敬称略、五十音順） 

 

区 

分 
氏    名 現          職 

公 

益 

代 

表 

小 渕 紀 久 男 （株）上毛新聞社取締役 総務・経理・労務・経営企画担当 

西 川 静 華 高崎経済大学准教授 

米 本  清 高崎経済大学教授 

労 

働 

者 

代 

表 

松 葉 卓 也 ＳＵＢＡＲＵ関連労働組合連合会中央執行委員 

村 山 洋 光 日本労働組合総連合会群馬県連合会副事務局長 

山 村 康 郎 ＪＡＭ北関東群馬県連絡会会長 

使 

用 

者 

代 

表 

五 十 嵐 亮 二 （一社）群馬県経営者協会専務理事 

宇 井 正 典 アサヒライズ（株）代表取締役社長 

金 井  浩 三山鋼機株式会社 代表取締役社長 



































【照会先】

有効求人倍率（季節調整値） 倍　【全国 位／ 全国 倍】

※前月  有効求人倍率（季節調整値） 倍　【全国 位／ 全国 倍】

正社員求人倍率（原数値） 倍　【全国 位／全国 倍】 前年同月 倍

新規求人倍率（季節調整値） 倍　 （前月： 倍）

・ 求人数は前年同月比で新規は増加・有効は減少

・ 求職者数は前年同月比で新規・有効ともに増加

・ 有効求人倍率（季節調整値）は３か月連続の減少

総括

234 人 ４か月連続の増加

３か月ぶりの減少

825 人 47.3 ％ 265 人 ２か月連続の増加

3,016 人 1.8 ％ 52 人 ３か月ぶりの増加

▲ 43 人 ５か月連続の減少

％

202 人 ９か月ぶりの増加

1,089 人 0.1 ％ 1 人 ２か月連続の増加

厚 生 労 働 省

群 馬 労 働 局 発 表 群馬労働局職業安定部職業安定課

令 和 7 年 8 月 1 日 課 長 橋 爪 由 紀

１．０８ １７ ０．９８ １．０３

地方労働市場情報官 天 田 久 徳

労働市場速報（令和７年６月）

１．２８ １５ １．２２

２．１６ ２．０６

6月 前年同月比 前年同月差

１．３０ １７ １．２４

ポイント

有効求人数 33,278 人 ▲ 2.3 ％ ▲ 769 人 ２８か月連続の減少

人 ３か月ぶりの増加

新規求人数 11,766 人 1.7 ％ 202 人 ９か月ぶりの増加

有効求職者数 28,150 人 1.7 ％ 469

人 ５か月ぶりの増加

～～産業別新規求人数～～
新規求人数

新規求職者数 5,625 人 9.9 ％ 505

6月 前年同月比 前年同月差 ポイント

全産業

製造業

情報通信業

1,653 人 ▲ 8.0 ％

714 人 ▲ 5.7 ％

11,766 人 1.7 ％

71 人 ▲ 7.8 ％

宿泊・飲食サービス

医療・福祉

　-１-

県内の雇用情勢は、求人が求職を上回って推移しているものの、持ち直しの動きにやや弱さがみられる。物価上昇等
が雇用に与える影響に十分注意していく必要がある。

サービス業

▲ 144 人 ２か月連続の減少

運輸業・郵便業

卸売・小売業 1,581 人 ▲ 17.4 ％ ▲ 334 人 ６か月連続の減少

主
な
産
業

建設業

▲ 6 人

1,280 人 22.4

 

Press Release 

 

ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和3年9月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で｢求職者マイ

ページ｣を開設した求職者数や、ハローワークインターネットサービスで探した求人に直接応募する｢オンライン自主応募｣による就職件数等が

含まれている。

(注)



群馬労働局職業安定部職業安定課

第１表　　一般職業紹介状況（学卒を除きパートを含む）

年月

項目

全

　う　ち　常　用 (倍）

数 　う　ち　パート （倍）

３．ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和3年9月以降の数値の取扱いについては、１頁の（注）を参照してください。

第２表　　産業別新規求人状況（学卒を除きパートを含む）

項目

産 食 料 品

　　　 プ ラ ス チ ッ ク 製 品

金 属 製 品

は ん 用 機 械 器 具

業 生産用機械器具製造業

業務用機械器具製造業

電 気 機 械 器 具

輸 送 用 機 械 器 具

別

▲ 1.0

15.9

▲ 20.3

▲ 6.9

▲ 21.3

サ ー ビ ス 業 766 418 22.4 50.4 57.3

1.19

▲ 11.6

建 設 業

113

主

な

内

訳

製 造 業

93

1,089

1,653

1.21

100

2.16

28,150

98

79

189

122

121

141

32

1.23

1,225

パート除く

6,891

1,011

319

25

1.33

11,564

1,280 862

33,278

1.06

1,509

1.06

11,766

102

0.4

－

1.21

11,563

月 間 有 効 求 人 数（人）

有 効 求 人 倍 率 （倍）

新  規  求  人  数 （人）

1.28

新 規 求 人 倍 率 （倍）

34,047

6,096新 規 求 職 者 数 （人） 5,625 5,120

11,766

2.06 2.26

令和７年 令和７年 令和６年

6月 5月 6月

▲ 24.2

就   職   件   数  （件） 1,605

正社員有効求人倍率（倍）

1,472

月間有効求職者数（人） 28,232

33,157

1.30

27,681

▲ 28.7 ▲ 28.7

▲ 3.1

2.4

▲ 56.7

0.0 118.2

▲ 9.1

▲ 24.2

▲ 21.3▲ 28.0

▲ 9.1

▲ 27.3

1,011

73

▲ 1.1

16.2

80

100

▲ 8.0

3,016

58 58

8041,581

195

1,640 1,535

189714

93

26

25

224224

運 輸 業 ・ 郵 便 業 158

13

667 621

48

250

8.7

▲ 17.4

▲ 7.8

46.5

▲ 3.3

▲ 9.0

▲ 3.3

47.3

医 療 ・ 福 祉

71

卸 売 ・ 小 売 業

宿泊業・飲食サービス業

825

▲ 29.2

773808

1,376

情 報 通 信 業 ▲ 23.5

▲ 1.81.8

519 ▲ 5.7

4.9

13.2 ▲ 11.313.4

▲ 24.7

47.9

▲ 8.5

45.0

▲ 2.189

1,202

185

25.4

▲ 6.8428

13

7,184

１．新規求人倍率及び有効求人倍率（網掛け部分）は季節調整値、他は原数値を掲載しています。

▲ 33.3

80 13

7

116.7

▲ 36.4

20.5

4,582

▲ 28.2

7.2

1.031.08

うち常用

パート除く

うち常用
全数パート

▲ 44.119

43

▲ 19.7

▲ 7.4▲ 17.1130

▲ 24.8

対前年同月比（％）新規求人数（人）

全数 パート

0.1

▲ 4.3

16.478

6.1

1

▲ 144

▲ 66

1.06

▲ 11.4

２．季節調整法はセンサス局法Ⅱ(X-12-ARIMA)によります。

全 産 業

▲ 1.0

（注）

1.7

▲ 6

265

▲ 334

▲ 43

52

17

▲ 40

▲ 44

▲ 1

▲ 12

▲ 0.0

－

－

▲ 0.02

対前年同月増減
率、差(％、ポイント）

9.9

1.7

▲ 0.10

1.7

▲ 2.3

対前月増減率
（％）

▲ 7.7

1.8

－

▲ 0.3

4.9

0.10

1.7

季節調整値対前月
増減率、差（％、ポ
イント）

▲ 0.4

▲ 103

▲ 0.05

0.02

▲ 0.13

2.5

0.05

24

前年同月差
（人）

全数

202

- 2 -

－

－

▲ 6.0

－

－

－

234

（注）令和５年７月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分。



群馬労働局職業安定部職業安定課

第３表　　時系列でみた一般職業紹介状況（学卒を除きパートを含む）

項目

年月
対前年
増減率

対前年
増減率

対前年
増減率

対前年
増減率

うち受給者

令和2年度 6,116 1.6 10,905 ▲ 19.4 1.78 26,447 11.2 31,223 ▲ 20.0 1.18 1,648 407

令和3年度 5,982 ▲ 2.2 12,294 12.7 2.06 26,420 ▲ 0.1 34,858 11.6 1.32 1,720 414

令和4年度 5,916 ▲ 1.1 13,369 8.7 2.26 26,077 ▲ 1.3 38,659 10.9 1.48 1,657 398

令和5年度 5,719 ▲ 3.3 12,656 ▲ 5.3 2.21 26,212 0.5 36,682 ▲ 5.1 1.40 1,560 395

令和6年度 5,677 ▲ 0.7 12,088 ▲ 4.5 2.13 26,296 0.3 35,079 ▲ 4.4 1.33 1,491 388

6年 6月 5,120 ▲ 9.5 11,564 ▲ 3.5 r 2.26 27,681 0.6 34,047 ▲ 4.9 1.33 1,472 339

7月 5,493 7.1 12,127 ▲ 3.1 r 2.11 26,832 2.7 33,910 ▲ 5.5 r 1.33 1,531 422

8月 4,982 ▲ 7.7 11,246 ▲ 12.8 r 2.09 25,815 ▲ 0.4 33,691 ▲ 6.8 r 1.33 1,333 409

9月 5,685 2.7 12,753 1.3 r 2.19 26,144 0.3 35,052 ▲ 4.3 r 1.33 1,349 372

10月 5,803 ▲ 1.3 13,311 ▲ 1.9 2.13 26,695 0.8 36,144 ▲ 4.0 1.33 1,596 431

11月 4,778 ▲ 3.8 11,305 ▲ 5.5 r 2.05 25,760 0.0 35,926 ▲ 2.2 r 1.34 1,441 386

12月 4,444 ▲ 0.1 11,912 ▲ 2.2 r 2.24 24,214 ▲ 0.9 35,479 ▲ 3.6 r 1.33 1,336 390

7年 1月 6,129 0.2 12,865 ▲ 5.1 2.07 24,726 ▲ 0.3 35,113 ▲ 4.0 1.32 1,253 322

2月 5,585 ▲ 3.4 12,198 ▲ 7.5 2.13 25,343 ▲ 0.4 35,821 ▲ 5.0 1.31 1,477 361

3月 5,746 ▲ 3.3 11,834 ▲ 2.4 2.29 26,177 0.2 35,612 ▲ 4.6 1.33 1,839 437

4月 7,862 ▲ 0.1 11,449 ▲ 6.4 2.00 27,827 ▲ 0.1 33,841 ▲ 5.0 1.31 1,681 387

5月 6,096 ▲ 6.0 11,563 ▲ 1.3 2.06 28,232 ▲ 0.3 33,157 ▲ 4.0 1.30 1,605 400

6月 5,625 9.9 11,766 1.7 2.16 28,150 1.7 33,278 ▲ 2.3 1.28 1,509 401

（注）１．年度は月平均（求人倍率は原数値）。　 ２．r は令和7年1月分公表時に新季節調整値に改訂された数値を表します。

　　　３．受給者は雇用保険受給者を表します。

　　　４．ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和3年9月以降の数値の取扱いについては、１頁の（注）を参照してください。

新規求人
倍率
(季節調
整値）

有効求人
倍率
(季節調
整値）

- 3 -

就職件数新規求職者数 新規求人数 有効求職者数 有効求人数



群馬労働局職業安定部職業安定課

第４表　　群馬県の雇用保険の状況 第５表　　全国の主要指標

項目 項目

年月 対前年増減率 対前年増減率 年月 （万人）

 令和2年度 1,867 24.1 7,350 37.3  令和2年度 1.10 198 2.9

 令和3年度 1,502 ▲ 19.5 5,876 ▲ 20.1  令和3年度 1.16 191 2.8

 令和4年度 1,545 2.8 5,561 ▲ 5.4  令和4年度 1.31 178 2.6

 令和5年度 1,564 1.2 5,811 4.5  令和5年度 1.29 178 2.6

 令和6年度 1,566 0.1 5,922 1.9  令和6年度 1.25 175 2.5

6年 6月 1,546 ▲ 4.9 5,986 ▲ 1.3 6年 6月 ｒ 1.24 181 2.5

7月 1,551 9.1 6,792 7.0 7月 ｒ 1.25 188 r 2.6

8月 1,360 ▲ 6.1 6,586 0.2 8月 ｒ 1.24 175 2.5

9月 1,439 ▲ 6.8 6,458 4.6 9月 ｒ 1.25 173 2.4

10月 1,700 1.2 6,365 2.4 10月 1.25 170 2.5

11月 1,379 ▲ 2.4 5,709 ▲ 3.2 11月 1.25 164 2.5

12月 1,101 ▲ 4.3 5,742 3.7 12月 1.25 154 r 2.5

7年 1月 1,457 4.4 5,657 1.3 7年 1月 1.26 163 2.5

2月 1,453 2.0 5,414 1.8 2月 1.24 165 2.4

3月 1,357 0.2 5,313 4.1 3月 1.26 180 2.5

4月 2,137 ▲ 6.3 5,274 ▲ 0.2 4月 1.26 188 2.5

5月 2,149 ▲ 0.8 5,833 1.4 5月 1.24 183 2.5

6月 1,580 2.2 6,336 5.8 6月 1.22

１．年度は月平均。　　   ２．年度の求人倍率及び失業率は実数。 ３．失業者数及び失業率は総務省労働力調査によります。

４．r は令和7年1月分公表時に新季節調整値に改訂された数値を表します。

５．受給資格決定件数は速報値のため修正があり得ます。

６．ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和3年9月以降の数値の取扱いについては、１頁の（注）を参照してください。

- 4 -

（注）

受給資格決定件数 受給者実人員
完全失業者数
（全国・原数値）

全国有効
求人倍率

（季節
調整値）

完全失業率
（季節調整

値）



群馬労働局職業安定部職業安定課

都 道 府 県 別 有 効 求 人 倍 率 ： 季 節 調 整 値
（新 規 学 卒 者 を 除 き パ ー ト タ イ ム を 含 む）
令和7年6月 全国平均1.22　［原数値1.14倍］

（注）１　季節調整値計算（季節調整値替え）は、毎年過去１年分のデータが揃う年初に行われ、季節調整済系列が改定されます。
　　　２　ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和3年9月以降の数値の取扱いについては、１頁の（注）を参照してください。
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1.25
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1.18
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1.26
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1.11
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1.42
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1.25
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1.18
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1.28

1.03
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1.28
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1.41

0.85
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0.98

1.02
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沖縄

鹿児島

宮崎

大分

熊本

長崎

佐賀

福岡

高知

愛媛

香川

徳島

山口

広島

岡山

島根

鳥取

和歌山

奈良

兵庫

大阪府

京都府

滋賀

三重

愛知

静岡

岐阜

長野

山梨

福井

石川

富山

新潟

神奈川

東京都

千葉

埼玉

群馬

栃木

茨城

福島

山形

秋田

宮城

岩手

青森

北海道

（倍）

全国平均
1.00倍 1.22倍



　　　　　　　群馬労働局職業安定部職業安定課

前月との比較（ ）

有効求人 人 ▲ 0.0 ％

有効求職 人 1.7 ％

有効求人倍率 ▲ 0.02 Ｐ

　　　　　　数値はすべて季節調整値

新規求人 人 4.9 ％

新規求職 人 ▲ 0.4 ％

新規求人倍率 0.10 Ｐ

　　　　　　数値はすべて季節調整値

※ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和3年9月以降の数値の取扱いについては、　１頁の（注）を
参照してください。

‐　６　‐

前月比（％、ポイント）

34,321

26,894

1.28

前月比（％、ポイント）

12,481

令和7年6月

6月

6月

5,766

2.16

有効（求人・求職・求人倍率）

新規（求人・求職・求人倍率）



群馬労働局職業安定部職業安定課

全産業 建設業 製造業 情報通信業
運輸業，
郵便業

卸売・小売業
宿泊業，飲食
サービス業

医療・福祉 サービス業 【製造業全体】  食　　料　　品 
プラスチック製

品
金　属　製　品

はん用機械器
具製造業

生産用機械器
具製造業

業務用機械器
具製造業

電気機械
器具

輸送用機械器
具

（％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％）

７年６月 1.7 0.1 ▲ 8.0 ▲ 7.8 47.3 ▲ 17.4 ▲ 5.7 1.8 22.4 ７年６月 ▲ 8.0 ▲ 17.1 16.2 ▲ 24.8 ▲ 28.0 ▲ 1.1 ▲ 27.3 20.5 ▲ 29.2

７年５月 ▲ 1.3 1.4 ▲ 7.5 24.2 4.6 ▲ 8.4 ▲ 2.7 ▲ 3.5 6.4 ７年５月 ▲ 7.5 26.7 ▲ 9.9 24.5 ▲ 29.4 18.4 ▲ 37.5 ▲ 17.2 ▲ 0.4

７年４月 ▲ 6.4 ▲ 1.0 5.4 26.1 ▲ 18.0 ▲ 14.6 ▲ 10.3 ▲ 9.8 10.3 ７年４月 5.4 ▲ 2.2 46.9 ▲ 4.7 32.1 79.6 ▲ 2.6 ▲ 22.5 ▲ 42.2

７年３月 ▲ 2.4 ▲ 14.0 1.5 ▲ 12.2 23.0 ▲ 1.5 ▲ 37.3 0.1 16.1 ７年３月 1.5 22.6 10.8 ▲ 16.0 2.3 ▲ 18.8 ▲ 34.0 45.5 ▲ 5.0

７年２月 ▲ 7.5 ▲ 6.2 5.2 ▲ 27.6 ▲ 15.8 ▲ 3.9 ▲ 13.1 ▲ 9.4 ▲ 15.2 ７年２月 5.2 21.4 11.1 ▲ 13.3 ▲ 29.1 180.7 57.1 ▲ 6.5 17.3

７年１月 ▲ 5.1 2.8 ▲ 13.2 41.2 13.8 ▲ 3.9 18.9 ▲ 17.8 21.2 ７年１月 ▲ 13.2 ▲ 11.9 ▲ 7.4 ▲ 34.4 24.0 ▲ 43.2 95.8 ▲ 33.8 ▲ 22.1

６年１２月 ▲ 2.2 ▲ 13.5 ▲ 9.4 ▲ 29.4 ▲ 3.7 12.7 ▲ 24.4 1.9 5.0 ６年１２月 ▲ 9.4 ▲ 9.4 ▲ 1.2 ▲ 5.2 11.5 ▲ 23.3 ▲ 9.3 23.7 ▲ 8.2

６年１１月 ▲ 5.5 ▲ 15.2 2.6 5.9 ▲ 3.2 ▲ 7.4 ▲ 27.4 ▲ 4.3 ▲ 12.8 ６年１１月 2.6 ▲ 18.5 28.6 ▲ 7.6 4.5 65.2 ▲ 20.5 ▲ 19.8 25.0

６年１０月 ▲ 1.9 19.0 14.1 3.9 30.6 ▲ 6.2 15.2 ▲ 17.7 ▲ 8.7 ６年１０月 14.1 22.7 4.6 ▲ 18.2 ▲ 21.8 143.4 17.2 ▲ 38.1 2.4

６年９月 1.3 ▲ 5.3 ▲ 8.9 ▲ 6.5 ▲ 7.8 13.6 ▲ 4.8 13.3 5.3 ６年９月 ▲ 8.9 ▲ 12.2 ▲ 11.7 ▲ 12.7 1.1 71.2 ▲ 22.4 ▲ 0.8 ▲ 5.8

６年８月 ▲ 12.8 ▲ 19.3 6.6 14.1 ▲ 17.5 ▲ 24.5 ▲ 26.8 ▲ 17.1 ▲ 14.4 ６年８月 6.6 ▲ 39.2 22.6 8.1 2.2 145.9 8.9 48.2 51.5

６年７月 ▲ 3.1 0.9 ▲ 5.0 ▲ 24.2 37.1 ▲ 7.7 ▲ 21.1 ▲ 2.2 ▲ 9.9 ６年７月 ▲ 5.0 8.1 ▲ 23.0 15.1 5.2 ▲ 46.1 65.2 ▲ 32.5 ▲ 24.0

６年６月 ▲ 3.5 ▲ 16.2 ▲ 11.4 ▲ 31.9 ▲ 13.4 11.2 0.4 5.3 ▲ 7.4 ６年６月 ▲ 11.4 20.3 ▲ 40.3 ▲ 30.0 ▲ 7.1 ▲ 12.1 12.8 ▲ 32.4 19.7

６年５月 ▲ 8.5 ▲ 13.3 ▲ 8.6 ▲ 41.1 ▲ 33.2 ▲ 1.7 ▲ 24.0 ▲ 7.6 ▲ 3.6 ６年５月 ▲ 8.6 ▲ 12.8 23.9 8.6 ▲ 13.1 ▲ 9.5 ▲ 45.8 5.3 ▲ 35.4

６年４月 ▲ 2.2 11.9 ▲ 2.6 ▲ 37.3 37.1 ▲ 15.2 ▲ 3.2 ▲ 0.8 ▲ 14.3 ６年４月 ▲ 2.6 ▲ 24.0 ▲ 11.0 18.1 ▲ 30.2 ▲ 11.7 116.7 ▲ 10.4 ▲ 3.2

６年３月 ▲ 5.9 ▲ 9.5 ▲ 25.9 ▲ 16.3 ▲ 15.4 11.9 30.8 ▲ 8.8 ▲ 4.6 ６年３月 ▲ 25.9 ▲ 32.1 ▲ 39.3 ▲ 27.6 ▲ 14.7 ▲ 43.7 34.3 ▲ 61.6 26.0

６年２月 ▲ 1.8 ▲ 10.5 ▲ 9.5 ▲ 26.9 ▲ 27.9 7.4 ▲ 43.8 ▲ 2.0 35.6 ６年２月 ▲ 9.5 2.2 0.6 32.9 ▲ 18.2 ▲ 12.3 ▲ 44.0 ▲ 14.6 ▲ 29.4

６年１月 ▲ 1.7 ▲ 1.2 ▲ 8.0 ▲ 42.4 ▲ 6.9 ▲ 17.3 ▲ 3.0 10.0 ▲ 6.7 ６年１月 ▲ 8.0 ▲ 37.9 ▲ 13.8 15.2 ▲ 16.8 178.6 ▲ 29.4 ▲ 15.4 ▲ 14.5

５年12月 ▲ 5.5 ▲ 13.9 ▲ 19.7 ▲ 5.6 8.8 ▲ 2.0 39.2 1.7 ▲ 11.1 ５年12月 ▲ 19.7 ▲ 24.1 ▲ 9.9 ▲ 43.5 ▲ 17.6 ▲ 59.1 42.1 ▲ 47.8 37.2

５年11月 ▲ 8.5 ▲ 12.9 ▲ 16.6 ▲ 18.3 ▲ 40.5 1.3 ▲ 32.9 ▲ 7.8 23.5 ５年11月 ▲ 16.6 1.1 ▲ 39.7 ▲ 23.4 ▲ 40.1 33.3 78.0 ▲ 18.9 ▲ 28.0

５年10月 ▲ 2.2 ▲ 7.7 ▲ 1.1 ▲ 17.7 ▲ 20.4 ▲ 15.6 ▲ 17.2 6.4 14.6 ５年10月 ▲ 1.1 ▲ 29.0 ▲ 6.7 15.0 ▲ 26.5 130.4 ▲ 37.0 ▲ 16.9 ▲ 14.8

５年９月 ▲ 8.4 ▲ 13.2 ▲ 14.9 ▲ 8.9 ▲ 5.9 ▲ 2.4 1.6 ▲ 8.9 ▲ 14.2 ５年９月 ▲ 14.9 ▲ 13.0 ▲ 22.7 ▲ 31.3 ▲ 6.4 ▲ 51.0 ▲ 16.9 ▲ 42.7 48.5

５年８月 ▲ 7.8 2.9 ▲ 32.2 ▲ 26.4 ▲ 21.4 ▲ 7.8 ▲ 29.4 6.2 8.7 ５年８月 ▲ 32.2 ▲ 0.7 ▲ 28.1 ▲ 27.1 ▲ 32.1 ▲ 74.7 24.4 ▲ 48.4 ▲ 49.9

５年７月 ▲ 5.6 ▲ 8.6 ▲ 17.4 ▲ 32.6 ▲ 32.1 5.2 2.3 ▲ 3.3 7.4 ５年７月 ▲ 17.4 ▲ 43.0 ▲ 14.0 ▲ 27.3 ▲ 56.0 40.6 ▲ 43.9 ▲ 17.7 5.6

（注）令和５年７月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分。
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 産業別新規求人数（学卒を除きパートを含む）前年同月比・増減率の推移 ※「製造業」のうち、 主な業種別（学卒を除きパートを含む）前年同月比・増減率の推移

    群馬労働局職業安定部職業安定課



群馬労働局職業安定部職業安定課
令和７年度　　新規求職者（常用）の態様別内訳（パートを除く）

当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比

3,095 ▲ 12.2 3,451 5.2 3,099 ▲ 10.1 3,449 0.6 3,509 ▲ 5.1 2,838 ▲ 8.8 2,772 ▲ 1.3 3,769 ▲ 0.3 3,326 ▲ 5.5 3,422 ▲ 4.8 4,250 ▲ 2.8 3,471 ▲ 7.6 3,514 13.5

1,151 ▲ 10.4 1,198 1.4 1,154 ▲ 11.1 1,205 1.3 1,185 ▲ 8.8 997 ▲ 11.8 1,047 ▲ 6.9 1,396 ▲ 5.2 1,292 ▲ 8.0 1,304 ▲ 6.3 1,230 ▲ 0.8 1,126 ▲ 10.6 1,191 3.5

1,731 ▲ 15.5 2,029 6.5 1,785 ▲ 9.2 2,017 ▲ 1.1 2,093 ▲ 5.7 1,654 ▲ 8.2 1,571 1.7 2,152 1.6 1,834 ▲ 4.4 1,888 ▲ 3.7 2,777 ▲ 2.7 2,109 ▲ 6.8 2,090 20.7

　 うち事業主都合 418 ▲ 18.7 513 12.3 440 ▲ 1.6 474 ▲ 2.5 497 ▲ 11.6 459 ▲ 1.7 474 12.3 587 22.3 453 ▲ 9.0 459 ▲ 6.9 793 ▲ 3.9 523 ▲ 12.4 614 46.9

うち自己都合 1,213 ▲ 15.8 1,409 6.0 1,263 ▲ 12.2 1,440 ▲ 1.2 1,491 ▲ 2.7 1,099 ▲ 11.8 1,021 ▲ 1.8 1,444 ▲ 4.6 1,282 ▲ 3.8 1,315 ▲ 3.0 1,813 0.0 1,468 ▲ 5.8 1,364 12.4

 

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比

72,924 ▲ 5.3 68,236 ▲ 6.4 61,822 ▲ 9.4 56,883 ▲ 8.0 53,479 ▲ 6.0 50,153 ▲ 6.2 47,310 ▲ 5.7 44,798 ▲ 5.3 45,845 2.3 47,432 3.5 44,845 ▲ 5.5 43,738 ▲ 2.5 42,235 ▲ 3.4 40,671 ▲ 3.7

18,604 ▲ 7.1 20,178 8.5 20,586 2.0 20,625 0.2 19,927 ▲ 3.4 19,482 ▲ 2.2 18,862 ▲ 3.2 18,024 ▲ 4.4 17,531 ▲ 2.7 15,412 ▲ 12.1 16,745 8.6 16,381 ▲ 2.2 15,300 ▲ 6.6 14,429 ▲ 5.7

45,199 ▲ 8.9 41,948 ▲ 7.2 36,007 ▲ 14.2 31,608 ▲ 12.2 29,481 ▲ 6.7 27,123 ▲ 8.0 25,266 ▲ 6.8 23,958 ▲ 5.2 25,686 7.2 29,463 14.7 25,432 ▲ 13.7 24,795 ▲ 2.5 24,608 ▲ 0.8 23,870 ▲ 3.0

　 うち事業主都合 17,412 ▲ 6.5 15,734 ▲ 9.6 11,742 ▲ 25.4 9,230 ▲ 21.4 8,293 ▲ 10.2 7,310 ▲ 11.9 6,342 ▲ 13.2 5,845 ▲ 7.8 6,700 14.6 10,417 55.5 6,925 ▲ 33.5 5,945 ▲ 14.2 6,221 4.6 6,196 ▲ 0.4

うち自己都合 24,860 ▲ 9.3 23,849 ▲ 4.1 22,391 ▲ 6.1 20,784 ▲ 7.2 19,682 ▲ 5.3 18,462 ▲ 6.2 17,630 ▲ 4.5 16,864 ▲ 4.3 17,724 5.1 17,806 0.5 17,136 ▲ 3.8 17,593 2.7 17,087 ▲ 2.9 16,349 ▲ 4.3

６年８月 ６年９月 ６年１１月

うち離職者

○　参　　考

新規求職者

新規求職者数

うち在職者

７年６月７年２月 ７年４月 ７年５月７年３月７年１月
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６年６月 ６年７月

うち離職者

うち在職者

６年１０月 ６年１２月



群馬労働局職業安定部職業安定課

前年同月差
（ポイント）

５年６月 16,890 16,445 1.03 ▲ 0.09 0.99 1.03

５年７月 16,983 15,983 1.06 ▲ 0.07 1.01 1.03

５年８月 17,213 16,020 1.07 ▲ 0.07 1.01 1.02

５年９月 17,459 16,044 1.09 ▲ 0.07 1.02 1.02

５年10月 17,865 16,309 1.10 ▲ 0.08 1.02 1.01

５年11月 17,609 15,801 1.11 ▲ 0.10 1.04 1.01

５年12月 17,539 15,001 1.17 ▲ 0.11 1.08 1.00

６年１月 17,279 15,244 1.13 ▲ 0.08 1.05 1.00

６年２月 17,871 15,587 1.15 ▲ 0.02 1.04 1.00

６年３月 17,425 15,872 1.10 0.01 1.01 1.02

６年４月 17,032 16,474 1.03 0.01 0.96 1.01

６年５月 16,697 16,496 1.01 0.00 0.94 1.01

６年６月 16,557 16,076 1.03 0.00 0.96 1.00

６年７月 16,916 16,006 1.06 0.00 0.99 1.01

６年８月 16,977 15,634 1.09 0.02 1.00 1.01

６年９月 17,640 15,806 1.12 0.03 1.01 1.01

６年１０月 18,546 16,061 1.15 0.05 1.03 1.02

６年１１月 18,346 15,410 1.19 0.08 1.06 1.02

６年１２月 18,211 14,599 1.25 0.08 1.11 1.03

７年１月 17,400 15,015 1.16 0.03 1.08 1.03

７年２月 17,588 15,324 1.15 0.00 1.07 1.03

７年３月 17,653 15,633 1.13 0.03 1.05 1.05

７年４月 17,252 16,061 1.07 0.04 0.99 1.05

７年５月 17,047 16,149 1.06 0.05 0.98 1.04

７年６月 17,487 16,207 1.08 0.05 0.98 1.02

(注)　ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和3年9月以降の数値の取扱いについては、１頁の（注）を参照してください。

◎正社員有効求人倍率の説明

１． 算出方法

=

※

２．
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正社員の有効求
人数（ A ）

常用有効求職者
数（パートを除く）
（ B ）

正社員の有効求人倍率

正社員の月間有効求人数　（A）

分母の「パートタイムを除く常用の有効求職者数」には派遣労働者や契約社員を希望する求職者も含まれるため、
厳密な意味での正社員有効求人倍率より低い値となります。

正社員求人は、現在のシステムでは産業別の求人数データの出力など、各種増減を比較できる基礎デ－タがない
ために、月々の倍率の増減についての説明は、大変申し訳ありませんができませんので御了承願います。

正社員の有効求
人倍率（原数値）
（ A/B ）

全国：正社員
有効求人倍率

(原数値）

正社員有効求人倍率
パートタイムを除く常用の月間有効求職者数 （B）

全国：正社員
有効求人倍率
(季節調整値）

項目

年月



群馬労働局職業安定部職業安定課

６年６月 ６年７月 ６年８月 ６年９月 ６年10月 ６年11月 ６年12月 ７年１月 ７年２月 ７年３月 ７年４月 ７年５月 ７年６月

群馬県 1.23 1.26 1.31 1.34 1.35 1.39 1.47 1.42 1.41 1.36 1.22 1.17 1.18

前　橋 1.17 1.24 1.24 1.22 1.27 1.35 1.41 1.32 1.34 1.28 1.15 1.09 1.08

高　崎 1.49 1.56 1.63 1.68 1.66 1.71 1.86 1.83 1.75 1.68 1.45 1.43 1.47

安　中 1.01 1.01 1.10 1.14 1.11 1.12 1.16 1.10 1.22 1.18 1.08 0.97 1.02

桐　生 0.84 0.91 0.93 0.91 0.93 1.00 1.09 1.04 1.06 1.00 0.93 0.82 0.85

伊勢崎 1.31 1.39 1.37 1.43 1.51 1.52 1.56 1.54 1.55 1.53 1.37 1.37 1.25

太　田 1.07 1.03 1.05 1.19 1.13 1.20 1.32 1.19 1.17 1.15 0.99 0.98 0.98

館　林 1.26 1.23 1.27 1.33 1.32 1.42 1.52 1.45 1.40 1.37 1.24 1.22 1.31

沼　田 1.17 1.21 1.35 1.43 1.44 1.44 1.29 1.45 1.53 1.33 1.12 1.10 1.16

富　岡 1.57 1.62 1.71 1.71 1.67 1.62 1.61 1.70 1.60 1.49 1.34 1.24 1.33

藤　岡 1.61 1.57 1.75 1.73 1.93 1.78 1.77 1.73 1.75 1.75 1.67 1.54 1.48

渋　川 0.87 0.89 0.91 0.91 0.91 0.88 0.96 0.97 0.97 0.91 0.85 0.84 0.85

中之条 1.38 1.44 1.59 1.51 1.51 1.46 1.42 1.47 1.71 1.63 1.58 1.57 1.61
（一般＋パート）

６年６月 ６年７月 ６年８月 ６年９月 ６年10月 ６年11月 ６年12月 ７年１月 ７年２月 ７年３月 ７年４月 ７年５月 ７年６月

群馬県 2.26 2.21 2.26 2.24 2.29 2.37 2.68 2.10 2.18 2.06 1.46 1.90 2.09

前　橋 1.94 2.31 1.91 1.81 2.32 2.30 2.19 1.84 2.19 1.78 1.34 1.71 1.82

高　崎 2.94 3.04 3.07 2.99 3.04 3.15 3.71 2.97 2.60 2.74 1.75 2.77 2.87

安　中 2.29 1.74 2.32 2.25 2.01 1.89 3.03 1.57 2.72 2.21 1.17 1.56 2.51

桐　生 1.61 1.75 1.25 1.45 1.75 1.71 2.08 1.64 1.67 1.53 1.13 1.08 1.71

伊勢崎 1.95 2.39 2.92 2.23 2.88 2.77 2.56 2.34 2.90 2.16 1.67 2.64 1.74

太　田 2.06 1.63 1.54 2.35 1.48 1.78 3.01 1.37 1.49 2.07 1.08 1.27 1.76

館　林 2.37 2.23 2.68 2.40 2.25 3.02 3.18 2.10 2.33 2.07 1.49 1.96 2.43

沼　田 1.70 2.10 1.98 1.91 2.27 1.67 1.26 2.37 2.39 1.17 1.20 2.13 1.78

富　岡 3.53 2.13 2.58 3.09 2.04 2.51 3.44 2.11 1.96 2.26 1.43 1.46 2.81

藤　岡 3.28 2.10 3.22 3.15 3.33 2.12 3.07 2.88 2.42 2.96 2.37 1.95 2.67

渋　川 1.70 1.45 1.61 1.37 1.36 1.63 1.95 1.61 1.43 1.39 1.13 1.29 1.63

中之条 2.81 2.24 2.91 1.91 2.42 2.32 1.55 2.42 2.09 1.85 2.19 2.15 1.77

（一般＋パート） (注) ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和3年9月以降の数値の取扱いについては、１頁の（注）を参照してください。

有効求人倍率（原数値）

新規求人倍率（原数値）
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群馬労働局職業安定部職業安定課

１．４０ 倍

２．２８ 倍

求人数の推移（原数値）

前年同月比 有効求人数 前年同月比
新規求人倍率

（季節調整値）

有効求人倍率

（季節調整値）

▲ 5.8 36,653 ▲ 5.6 2.38 1.43

▲ 2.6 36,604 ▲ 5.5 2.29 1.42

▲ 12.8 36,116 ▲ 7.4 2.26 1.43

0.7 37,434 ▲ 4.8 2.28 1.43

▲ 3.4 38,455 ▲ 4.7 2.28 1.42

▲ 5.4 38,434 ▲ 2.9 2.20 1.42

▲ 1.6 37,984 ▲ 3.9 2.34 1.42

▲ 3.3 37,768 ▲ 3.3 2.25 1.42

▲ 8.3 38,532 ▲ 4.4 2.26 1.42

▲ 1.1 38,015 ▲ 3.9 2.45 1.43

▲ 1.5 36,815 ▲ 3.3 2.22 1.42

▲ 3.6 36,136 ▲ 2.1 2.22 1.42

1.8 36,485 ▲ 0.5 2.28 1.40

産業別新規求人数

前年同月比 前年同月差

1.8 227

3.0 31

▲ 8.5 ▲ 156

26.8 30

28.7 190

▲ 4.0 ▲ 63

5.2 70

▲ 4.6 ▲ 154

14.9 161

前年同月比 前年同月差

▲ 16.8 ▲ 66

17.5 18

▲ 23.8 ▲ 41

▲ 21.6 ▲ 36

▲ 10.5 ▲ 9

▲ 31.9 ▲ 15

17.5 22

▲ 27.5 ▲ 100

　　2.令和５年７月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分。
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　　就業地別求人倍率・求人数

　　参照してください。

(注) 1.ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和3年9月以降の数値の取扱いについては、１頁の(注)を

２ヶ月ぶりの減少

６ヶ月連続の減少

４ヶ月連続の増加

備考

２ヶ月ぶりの減少

２ヶ月ぶりの増加

２ヶ月連続の減少

２ヶ月連続の減少

４ヶ月連続の減少

３ヶ月ぶりの増加

２ヶ月ぶりの減少

５ヶ月ぶりの増加

令和7年5月

備考

９ヶ月ぶりの増加

新規求人数 6月

産業計 12,738

２ヶ月ぶりの増加

２ヶ月連続の減少

２ヶ月ぶりの増加

２ヶ月連続の増加

６ヶ月連続の減少

宿泊・飲食サービス 1,413

主

な

産

業

263

主

な

内

訳

131

輸送用機械器具

121

金属製品

運輸業・郵便業 853

卸売・小売業 1,519

建設業 1,064

製造業

電気機械器具 148

製造業内訳 6月

はん用機械器具 131

生産用機械器具 77

業務用機械器具 32

食料品 328

プラスチック製品

令和7年1月 13,875

新規求人数（原数値）は９ヶ月ぶりの増加（前年同月比）

有効求人数（原数値）は２８ヶ月連続の減少（前年同月比）

有効求人倍率（季節調整値）は２ヶ月ぶりの減少（前月比）

令和6年7月 12,952

令和6年11月 12,071

令和6年12月 12,916

令和6年8月 11,959

令和6年9月 13,685

令和6年10月 14,131

医療・福祉 3,200

サービス業 1,244

令和7年2月 12,870

令和7年3月 12,678

令和7年4月 12,894

12,127

令和7年6月 12,738

1,683

情報通信業 142

就業地別有効求人倍率（季節調整値）

就業地別新規求人倍率（季節調整値）

新規求人数

令和6年6月 12,511



（ ～ ）

（ ～ ）
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※受理地別：群馬県内のハローワーク（公共職業安定所）において受理した求人。県内で受理した他県が就業地の求人も含む。

※就業地別：全国のハローローワーク（公共職業安定所）において受理した群馬県内が就業地である求人。

　　　　　　群馬県内で受理した他県が就業地の求人は含まない。

群馬労働局

有効求人倍率（受理地別※）の推移

有効求人倍率（就業地別※）の推移
群馬労働局

令和6年6月 令和7年6月

令和6年6月 令和7年6月

1.22

1.33 1.33 1.33 1.33 1.33
1.34

1.33
1.32

1.31

1.33

1.31
1.30

1.28

1.18

1.16

1.10

1.20

1.30

1.40

6年6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 7年1月 2月 3月 4月 5月 6月

※季節調整値

全国 群馬 茨城 栃木

1.22

1.43
1.42

1.43 1.43
1.42 1.42 1.42 1.42 1.42

1.43
1.42 1.42

1.40

1.39

1.30

1.20

1.30

1.40

1.50

1.60

6年6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 7年1月 2月 3月 4月 5月 6月

※季節調整値

全国 群馬 茨城 栃木

（資料出所：群馬労働局）

（資料出所：群馬労働局）

群馬

茨城

全国

栃木

群馬

茨城

全国

栃木
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問い合わせ先   

前橋財務事務所 財務課 

電話 027-896-2908（直通） 

                        





                                                

1.総論 

【総括判断】｢県内経済は､持ち直している｣ 

項 目 前回(7年4月判断) 今回(7年7月判断) 
前回 
比較 

総括判断 持ち直している 持ち直している 
 

(注)7年7月判断は､前回7年4月判断以降､足下の状況までを含めた期間で判断している｡ 

（判断の要点） 

個人消費は、緩やかに回復しつつある。生産活動は、持ち直しつつある。雇用情勢は、足踏みの状況に

ある。 

【各項目の判断】 

項 目 前回(7年4月判断) 今回(7年7月判断) 
前回 
比較 

個人消費 緩やかに回復しつつある 緩やかに回復しつつある 
 

生産活動 持ち直しつつある 持ち直しつつある 
 

雇用情勢 足踏みの状況にある 足踏みの状況にある 
 

設備投資 6年度は増加見込みとなっている 7年度は増加見込みとなっている 
 

企業収益 6年度は減益見込みとなっている 7年度は減益見込みとなっている 
 

企業の 

景況感 
｢下降｣超に転じている ｢下降｣超幅が縮小している 

 

住宅建設 前年を下回っている 前年を下回っている 
 

公共事業 前年を下回っている 前年を上回っている  

【先行き】 

先行きについては、各種政策の効果もあって、景気の持ち直しが続くことが期待される。ただし、物価

上昇の継続、米国の通商政策、金融資本市場の変動等の影響に注意する必要がある。 

 

2.各論 
 個人消費 「緩やかに回復しつつある」 

百貨店・スーパー販売額、コンビニエンスストア販売額、ドラッグストア販売額、家電大型専門店販売

額、乗用車の新車登録届出台数は前年を上回っている。また、宿泊・観光は持ち直している。 

しかしながら、ホームセンター販売額は前年を下回っている。全体としては、緩やかに回復しつつある。 

 

 

 

 



（主なヒアリング結果） 

➢ 物産展などの食品催事は好調だったものの、気温が例年より低く推移したことから、婦人服など夏物衣料の動きが鈍く、

売上げは伸び悩んでいる。（百貨店・スーパー） 

➢ 商品価格の上昇に伴い客単価・一品単価は上昇。一人当たりの買上げ点数が減少するなど節約志向が垣間見えるものの、

客数は増加しており、売上高は対前年比で増加。（百貨店・スーパー） 

➢ 気温の上昇に伴いエアコンなどの季節家電や、OS のサポート終了前の買い替え需要などによりパソコンの販売が好調。

（家電量販店） 

➢ 新型車が人気のため受注は好調だが、メーカーの生産体制が追い付いていないことから納期が長期化しており、新車登録

には結びついていない状況。（自動車販売） 

➢ コメを始めとした原材料価格の上昇に伴い4月に値上げを実施したものの、販売数量は増加しており、客単価も上昇。売

上げも対前年を上回っており好調。（飲食サービス） 

 生産活動 「持ち直しつつある」 

生産活動は、業種別にみると、輸送機械、食料品は減少しているものの、化学、汎用機械・生産用機械・

業務用機械は増加しており、全体としては、持ち直しつつある。 

➢ 主要な取引先である自動車メーカーの米国販売が好調なことから、工場稼働率は高い水準で推移している。一方、米国子

会社向けの輸出について、関税の影響から現地調達を増やしているため減少している。（輸送機械） 

➢ 生産については、取引先の経営状況や、中国における日系自動車メーカーの販売不振などにより減少傾向となっている。

（輸送機械） 

➢ 半導体向けは緩やかに回復し順調に推移している。特にAIやデータセンター用の先端品でメモリ系が好調。（化学） 

➢ 米国向けを中心に足下の生産は堅調。一方、米国関税の動きが未定となっている中、取引先から発注を躊躇する動きがみ

られており、今後における売上げの減少を懸念。（生産用機械） 

➢ 新製品が多く発売され、生産数量は対前期比、前年比でいずれも4割ほど増加している。（業務用機械） 

 雇用情勢 「足踏みの状況にある」 

新規求人数は減少しており、有効求人倍率は低下している。雇用情勢は足踏みの状況にある。 

➢ 人手不足が継続する中、スキマバイトサービスの活用を拡大している。また、他社が実施している人材確保の取組のうち、

当社が未実施のものは積極的に取り入れていく。（小売（スーパー）） 

➢ 生産現場の人手が特に不足しており、残業や休日出勤のほか、管理部門からの応援により対応。（製造（輸送機械）） 

➢ 中小企業を中心に人件費などの負担が増加しているため求人の数を減らす動きがみられる。また、物価高騰による先行き

不安などから離職や転職の動きが鈍化し、求職者数も減少している。（行政機関） 

 設備投資 「7年度は増加見込みとなっている」（全規模・全産業）「法人企業景気予測調査」7年4-6月期 
○ 製造業では前年比154.6％の増加見込み、非製造業では同7.7％の減少見込みとなっており、全規模・全産
業では同74.5％の増加見込みとなっている。 

 企業収益 「7年度は減益見込みとなっている」（全規模）「法人企業景気予測調査」7年4-6月期 
○ 製造業では前年比23.0％の減益見込み、非製造業では同11.2％の増益見込みとなっており、全規模では同
3.1％の減益見込みとなっている。 

 企業の景況感 「『下降』超幅が縮小している」（全規模・全産業）「法人企業景気予測調査」7年4-6月期 
○ 先行きについては、7年7～9月期に「下降」超幅が縮小し、7年10～12月期に「上昇」超に転じる見通し
となっている。 

 住宅建設 「前年を下回っている」 

○ 新設住宅着工戸数でみると、持家、分譲、貸家いずれも前年を下回っており、全体でも前年を下回ってい

る。 

➢ 住宅ローン金利が上昇しているほか、物価の高騰が継続していることから新築住宅の受注は厳しい状況。また、米国関税

の影響により、製造業の業績次第では購買層が減少することを懸念している。（住宅建設） 

 公共事業 「前年を上回っている」 

○ 前払金保証請負金額でみると、国、県、市町村いずれも前年を下回っているものの、全体では前年を上回っ
ている。 



 
 
 
 
 
 
 

最近の県内経済情勢 
（資料編） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和 7 年 7 月 29 日 

 

財務省関東財務局 

前橋財務事務所 

 
※掲載した経済指標等については速報値を含む。 
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1.個人消費 緩やかに回復しつつある
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[グラフ6]
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[グラフ7]

[グラフ8]

2.生産活動 持ち直しつつある
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[グラフ11]

3.雇用情勢 足踏みの状況にある

7年度は増加見込みとなっている4.設備投資
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（％） （％）

【前橋財務事務所（法人企業景気予測調査）】

現状

【国土交通省】

上
昇
超

下
降
超

（注）合計には給与住宅を含んでいる。
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前年を上回っている8.公共事業

9.企業倒産 負債総額は前年を下回っている
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（％）倒産件数

件数 前年増減率

（件数）

1,076

1,282

879

1,066

▲ 47.5
▲ 35.4

37.3

▲ 69.7 ▲ 100

▲ 50
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（％）負債総額

負債総額
前年増減率

（百万円）

4.2
▲ 11.9

20.8

16.6

▲ 100

▲ 60

▲ 20

20

60

100

140

180

R6
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公共工事の前払金保証請負金額（前年増減率）

合計 国

県 市町村

（％）

【東日本建設業保証株式会社ほか】

【㈱東京商工リサーチ前橋支店】

【㈱東京商工リサーチ前橋支店】

（注）調査対象は負債額1,000万円以上。四半期の件数は月当たりの平均。

（注）調査対象は負債額1,000万円以上。四半期の負債総額は月当たりの平均。
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群馬県における生活保護と最低賃金の比較    令和７年７月 

 

 

 

〇 令和５年度 

 １ 生活保護 

    生活扶助基準   ７３，６７５．４円 

    住宅扶助実績値  ２３，９６５．６円 

    合   計    ９７，６４１円   

 

 ２ 最低賃金 

             １３１，１４０円 

 

 ３ 生活保護と最低賃金の比較 

 （１）月額 

             △３３，４９９円 

 （２）時間額換算  

                △２３９円 

 

 

 

〇 令和６年度 

   令和６年度群馬県地域別最低賃金引上げ額 ５０円 

                △２８９円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                                        別 紙 

 

生活保護と最低賃金の比較の計算方法について 

（生活保護及び最低賃金は令和５年度のデーターを使用） 

１ 前提 

 〇 若年単身 → 生活保護では１８～１９歳・単身世帯 

 〇 冬季加算地区  Ⅴ区 

 〇 級地別人口 

   １級地－１         ０人    １級地－２         ０人 

   ２級地－１   ８１１，５６７人    ２級地－２         ０人 

   ３給地－１   ８６１，０３８人    ３級地－２   ２６６，５０５人 

       計 １，９３９，１１０人 

※ 令和２年国勢調査（人口等基本集計）による市町村別の人口 

 〇 説明の都合により、数値の端数処理が行われている箇所があるが、実際に計算する際は、特に

断りのない限り端数処理は行わないこと。 

 

２ 生活保護 

（１）生活扶助基準（令和５年度） 

  ① 第１類費＋第２類費（冬季加算を除く） 

    第１類費と第２類費の合計の人口加重平均を求めると 

    （７２，４３０円×８１１，５６７人 ＋ ７０，０８０円×８６１，０３８人 

＋ ６７，７４０円×２６６，５０５人） ÷ １，９３９，１１０人 

    ＝７０，７４１．９円（１円未満四捨五入せず） 

  ② 第２類のうち冬季加算（１か月平均） 

    群馬県はⅤ区に分類されるため、１１月から３月まで５か月間支給。（群馬は級地別なし） 

    ４，６３０円×５月÷１２月＝１，９２９．１円（１円未満四捨五入せず） 

  ③ 期末一時扶助費（１か月平均） 

    級地別の期末一時扶助費（１か月平均） 

    ２級地－１  １２，８８０円×１月÷１２月 ＝ １，０７３円 

    ３級地－１  １１，６１０円×１月÷１２月 ＝   ９６８円 

    ３級地－２  １０，９７０円×１月÷１２月 ＝   ９１４円 

    （１，０７３円×８１１，５６７円人 ＋ ９６８円×８６１，０３８円 

     ＋ ９１４円×２６６，５０５円） ÷ １，９３９，１１０人＝１，００４．４円 

  以上、①、②、③より、 

生活扶助基準（１類費＋２類費（冬季加算込み）＋期末一時扶助費） ＝ ①７０，７４１．９ 

円 ＋ ②１，９２９．１円 ＋ ③１，００４．４円 ＝ ７３，６７５．４円 

（２）住宅扶助実績値（令和５年度） 

   ・ 単身被保護世帯数 

    群馬県（前橋市・高崎市を除く）５，６６６世帯、前橋市３，０１３世帯、高崎市２，５７ 



７世帯    合計１１，２５６世帯 

・ 住宅扶助実績値 

 群馬県（前橋市・高崎市を除く）２１，２９９．２円、前橋市２７，４１２．３円、 

高崎市２５，７９８．７円 

     ※１ 令和５年度被保護者調査年次調査（個別調査）第３－１０表により示される群馬県

（前橋市・高崎市を除く）、前橋市、高崎市の単身被保護世帯数及び同１世帯当たり

住宅補助の値。 

     ※２ 上記の単身被保護世帯数には、住宅扶助を支給されていない世帯も含まれている。 

・ （２１，２９９．２円×５，６６６世帯＋２７，４１２．３円×３，０１３世帯 ＋ 

２５，７９８．７円×２，５７７世帯） ÷ １１，２５６世帯 ＝ ２３，９６５.６円 

（３）生活扶助基準＋住宅扶助実績値 

   以上（１）、（２）より、 

   生活扶助基準 ＋ 住宅扶助実績値 

   ７３，６７５．４円 ＋ ２３，９６５．６円 ＝ ９７，６４１円 

 

３ 最低賃金との比較 

  時給９３５円（令和５年度群馬県最低賃金額）で月１７３．８時間（週４０時間）働いた場合の

１か月の収入（手取額）は、 

  ９３５円 × １７３．８時間 × ０．８０７ ＝ １３１，１４０円（１円未満四捨五入） 

   ※ ０．８０７は、税・社会保険料を考慮した可処分所得の総所得に対する比率。 

  したがって、生活保護と最低賃金の差額は、 

   生活保護９７，６４１円 － 最低賃金（手取額）１３１，１４０円 ＝ △３３，４９９円 

となるため、最低賃金が生活保護の水準を上回っている。この差額を１７３．８時間で割って１時

間あたりとし、０．８０７で割って手取額から額面に換算すると、 

   △３３，４９９円 ÷ １７３．８÷０．８０７ ＝ △２３９円／時間（１円未満四捨五入） 

  となる。 


















